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財務書類の概要について 

 

１．はじめに 

近年の自治体における財政状況の悪化をきっかけに、民間企業において用いられる発生主義、

複式簿記を用いた財務書類の作成に取り組む自治体が増えてきています。 

その目的として、企業会計的手法による財務書類を作成することで、ストックの概念（これま

でにどの程度の財源を投入して資産を形成してきたのか）を取り入れて、地方公共団体の財政状

況を把握・分析することにより効率的で持続可能な財政運営を目指すこと、また住民の皆さんに

よりわかりやすい説明をするための手段の一つとして作成することがあげられます。 

国においても、平成 19年 10 月に総務省より「新地方公会計制度実務研究会報告書」が公表

され、財務書類の作成モデルである、「基準モデル」と「総務省改訂モデル」が示されました。 

    これを受けて佐世保市では、「地方財政状況調査（決算統計）」の数値を利用でき、段階的

に固定資産情報を整備することが可能な「総務省改訂モデル」を採用し、新地方公会計制度に

基づく財務書類を作成しています。 

    財務書類の作成、分析を行うことで、よりわかりやすい財政状況の公表に努め、また、持続

可能な財政運営に役立てていきたいと考えています。 

 

２．作成目的 

（１）財務書類の公表による透明性の向上と説明責任の履行 

    これまでのフロー情報中心の歳入歳出決算状況の公表に加えて、ストック情報である資産の状

況やコスト情報を含めた財務書類を公表することにより、行政の透明性をより高めます。 

 

（２）行政経営への活用 

    財務書類から得られる情報を活用し、佐世保市の特徴や課題を踏まえて、自治体経営の方向性

を検討します。 

 

（３）資産・債務の適切な管理 

    減価償却情報（老朽化の度合い）を活用して、施設の建替え・修繕の計画を策定したり、遊休

資産を把握することで、資産の売却や有効活用を促進させます。 

   また、将来の負担となる債務に対する必要な資金を把握します。 

    

   ※財務書類に記載する数値は、表示単位で四捨五入しているため、合計などが一致しない場合が

あります。 
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3．財務書類４表の関係について 

財務書類は、バランスシート（貸借対照表）、行政コスト計算書、純資産変動計算書及び資金収支

計算書から構成され、この４表の関係を図にすると図１のようになります。 

 

（図 1） 
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平成２６年度佐世保市バランスシートについて 

 

１．バランスシート（貸借対照表）について 

バランスシートとは、自治体が住民サービスを提供するために保有している土地や建物などの

財産（資産）と、その資産を持つためにどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを一目

でわかるように総括的に一覧表でまとめたものです。 

 

２．作成目的 

佐世保市のバランスシート（貸借対照表）は、市が昭和４４年以降、市税の投入等により整備

してきた資産の構成や、将来返済しなければならない負債と返済を要しない純資産の状況を明ら

かにし、今後の財政運営の参考とするために作成しました。 

作成したバランスシートの分析結果の広報を行うことにより、よりわかりやすい財政状況の公

表につながるものと考えています。 

 

３．作成手法 

平成１９年１０月に公表された総務省の「新地方公会計制度実務研究会報告書」による作成マ

ニュアルに沿って「総務省方式改訂モデル」にて、平成２６年度の決算書、決算統計を基礎デー

タとして作成しました。 

 

≪作成の基本的前提≫ 

①対象会計範囲 

普通会計を対象（本市の場合は、次の会計の合計） 

・一般会計 

・住宅事業特別会計 

・佐世保市等地域交通体系整備事業特別会計 

・土地取得事業特別会計 

・工業団地整備事業特別会計（市道整備のみ） 

    ※普通会計とは個々の地方公共団体ごとに各会計の範囲が異なっている等のため、財政比較や統一的な掌握が

困難なため、地方財政状況調査上統一的に用いられる会計区分です。 
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②一年基準 

・固定、流動の区分については、原則として一年基準を採用（貸借対照表日の翌日から一年

以内に入金又は支払いの期限が到来するものを流動資産又は流動負債とし、それ以外のも

のを固定資産、固定負債としています） 

③配列法 

・固定性配列法（地方公共団体のバランスシートの大部分が固定資産で占められているため

、まず、固定資産、固定負債を表示し、ついで流動資産、流動負債を表示する方法） 

④バランスシート作成の基準日・・会計年度の最終日（出納整理期間を含む） 

⑤基礎数値・・・・・・・・・・・昭和４４年度以降の決算統計データ 

              （決算統計上の区分とバランスシート上の科目との対応関係は図２のとおりです。） 

⑥有形固定資産の評価方法・・・・取得原価主義（売却可能資産については時価評価） 

⑦退職手当引当金・・・・・・・・年度末に職員全員が普通退職したと想定した場合の要支給額 

⑧減価償却の方法 

・定額法による減価償却（土地を除く） 

 

    （図 2） 

決算統計上の区分 バランスシート上の科目 

総務費、その他 総務 

民生費 福祉 

衛生費 環境衛生 

農林水産業費、労働費、商工費 産業振興 

土木費 生活インフラ・国土保全 

消防費 消防 

教育費 教育 
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・耐用年数は下記「耐用年数表」を適用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 耐用年数 区 分 耐用年数 

１．総務費  ７．土木費  

 （１）庁舎 ５０  （１）道路 ４８ 

 （２）その他 ２５  （２）橋りょう ６０ 

２．民生費   （３）河川 ４９ 

 （１）保育所 ３０  （４）砂防 ５０ 

 （２）その他 ２５  （５）海岸保全 ３０ 

３．衛生費 ２５  （６）港湾 ４９ 

４．労働費 ２５  （７）都市計画  

５．農林水産業費     ①街路 ４８ 

 （１）造林 ２５    ②都市下水路 ２０ 

 （２）林道 ４８    ③区画整理 ４０ 

 （３）治山 ３０    ④公園 ４０ 

 （４）砂防 ５０    ⑤その他 ２５ 

 （５）漁港 ５０  （８）住宅 ４０ 

 （６）農業農村整備 ２０  （９）その他 ２５ 

 （７）海岸保全 ３０ ８．消防費  

 （８）その他 ２５  （１）庁舎 ５０ 

   （２）その他 １０ 

６．商工費 ２５ ９．教育費 ５０ 

  10．その他 ２５ 
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４．バランスシートの構成 

 バランスシートは、おおまかに下記の構成となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）資 産 

（２）負 債 

（３）純資産 

借   方 貸   方 

これまでに

整備してき

た道路・学校

な ど の 土

地・建物、基

金など 

将来返済の必要の

ない資産形成のた

めの財源 

→現世代負担 

どのような資産を

保有しているか 

資金をどのように

調達しているか 

今後返済しな

ければならな

い「借金」 

→将来負担 

① 公共資産 

② 投資等 

③ 流動資産 

① 固定負債 

② 流動負債 

① 公共資産等整備国県

補助金等 

② 公共資産等整備一般

財源等 

③ その他一般財源等 

④ 資産評価差額 

【参考】 

◎官民における「純資産（資本）」定義の相違 

 民間企業の活動の目的は、純資産（資本）を増加させることを主目的としてお

り、ここを増加させることが企業にとっての「利益」と判断されていますが、地

方公共団体の場合は、活動目的は行政サービスを適切に提供することであり、資

産は行政サービスを安定的に提供するために形成しているもので、負債と純資産

はその調達手段を借金（負債）によるものか借金によらないものか（純資産）を

示しているものであると解される点が異なります。 
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５．平成２６年度佐世保市バランスシート 

   平成２６年度のバランスシート（平成２７年３月３１日現在） 

     資産の部   ４，６５０億３，９７１万円 

     負債の部   １，３５１億２，１４１万円 

     純資産の部  ３，２９９億１，８３０万円 

 

  バランスシート（年度比較）                         （単位：千円） 

借   方 

 2６年度 2５年度 増減 

公共資産 406,089,198 409,641,348 △3,552,150 

投資等 44,216,055 43,057,463 1,158,592 

流動資産 14,734,454 15,001,813 △267,359 

資産合計 465,039,707 467,700,624 △2,660,917 

 

貸   方 

 2６年度 2５年度 増減 

固定負債 122,474,296 125,566,143 △3,091,847 

流動負債 12,647,113 14,096,362 △1,449,249 

純資産 329,918,298 328,038,119 1,880,179 

負債・純資産合計 465,039,707 467,700,624 △2,660,917 
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（１）資産の部 

     一会計年度を越えて、地方公共団体の経営資源として用いられるものを資産といいます。 

① 公共資産 

税金や地方債などの財源により造られた土地や建物、道路などを公共資産といいます。 

公共資産は経年による価値の減少を計算し、現在の価値を評価する減価償却を行い、この減

価償却後の額を累積したものを有形固定資産として計上しています。 

有形固定資産については、決算統計から普通建設事業費を集計する決算集計方式とし、 

また、売却可能資産は現在の価値で評価する時価方式で計上しています。 

 

○有形固定資産 

     ・ 道路、学校、庁舎などの施設と土地であり、昭和４４年度以降の普通建設事業の累計で

す。土地を除いて減価償却を行っています。また、他団体に支出した補助金、負担金等に

より形成された有形固定資産は計上していません。 

     ・ 合計は4,060億4,211万円で、資産合計の８7.３％となっています。その内訳は以下

のとおりであり、土木費などの生活インフラ・国土保全、教育で 7４.３％と大部分を占

めています。以下、農林水産業費、商工費などの産業振興 12.０％、衛生費などの環境衛

生 6.４％と続いています。 

       また、平成 2５年度と比較して有形固定資産が 35 億 1,959 万円減少しています。こ

れは主に、平成 2６年度に収得した土地や建物が、これまでに取得した建物等の当年度減

価償却額を下回ったためです。                                  

       

 生活インフラ・国土保全（道路、公園、住宅など）    2,076億 8,091万円（51.1％） 

       教育（学校、社会教育施設など）           941億 372万円（23.2％） 

       産業振興（農道、漁港など）             489億 1,925万円（12.0％） 

       環境衛生（廃棄物処理施設など）            258億 8,884万円（  6.4％） 

       総務（本庁舎、支所など）                 192億 1,971万円（  4.7％） 

       消防（消防庁舎、消防車両など）            67 億 6,178万円（  1.7％） 

       福祉（社会福祉施設など）               34 億 6,790万円（  0.9％）  

      

○売却可能資産 

    ・ 平成２７年度売却予定資産を時価評価にて計上しています。 

 

②  投資等 

・ 「投資及び出資金」、「貸付金」、「基金等」、「長期延滞債権」に分類し、それぞれ 

の年度末残高を示しています。なお、「貸付金」、「長期延滞債権」のうち、回収不能

と見込まれる額を「回収不能見込額」にマイナス計上しています。 

また、基金等のうち、流動性の高いものについては次の流動資産に分類しています。 

・ 「回収不能見込額」は、長期延滞債権となった金額のうち、特殊なものや大口のもの 

は、債務者ごとに回収不能見込額を判断し、その他については、基本的に過去５年間の 
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不納欠損実績率を基に理論値として算出しています。 

・ 合計は 442億 1,606 万円で、資産合計の 9.5％となっており、平成２５年度と比 

較すると、11 億 5,859万円増加しています。 

 

○投資・出資金（公社、株式会社などへの投資・出資金）    283 億 7,250万円 

○貸付金（奨学資金などの貸付金）              13億 4,939 万円 

      ○基金（特定目的基金と土地開発基金）            135億 5,806万円 

 

   ③  流動資産 

・ 流動性の高い基金である「財政調整基金（年度間の財政の不均衡を調整するための積立 

金）」及び「減債基金（地方債の償還を計画的に行うための積立金）」、形式収支に相当する

「歳計現金」並びに「未収金」を計上しています。 

     ・ 合計は 147 億 3,445万円で、資産合計の 3.2％となっています。その内訳は以下のと

おりです。 

年度間の財政の不均衡を調整するための財政調整基金     46億 2,443 万円 

        地方債の償還を計画的に行うための減債基金         62 億 4,753 万円 

        歳入歳出差引額＝形式収支である歳計現金          32 億 9,083 万円 

        地方税の未収金                                            3 億 4,664万円 

        その他の未収金                       3億 4,299 万円 

        回収不能見込額                     △１億 1,797万円 

 

（２）負債の部 

     将来において、返済の必要があるものを負債といいます。 

① 固定負債 

     ・ １年以上の期間をおいて償還する予定の地方債の現在高、平成２６年度末に全職員が普

通退職したと想定した場合の要支給額（退職手当引当金）、既に物件の引き渡しを受けてい

るが債務が残っている債務負担行為を長期未払金として計上しています。 

     ・ 合計は 1,224 億 7,430万円で、負債合計の 90.6％となっています。その内訳は以下

のとおりです。 

 

地方債残高（平成２８年度以降償還予定額）        1,057億 3,798 万円 

長期未払金（物件の引き渡しを受けたものの翌々年度以降支出予定額） 

                                            416万円 

      退職手当引当金（平成２６年度末時点での退職手当総額）     166 億 867万円 
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       損失補償等引当金（平成 2６年度末時点での損失補償見込額）   1億 2,348 万円 

 

② 流動負債 

     ・ 平成２７年度に償還予定の地方債の元金償還額や 1年以内に支払予定の未払金を計上し 

ています。 

・ 流動負債合計は、126億 4,711万円で、負債合計の 9.4％となっています。 

・ 平成２８年度以降返済する固定負債の地方債残高 1,057億 3,798万円と流動負債の 

平成２７年度償還予定額111億 9,152万円の合計額 1,169億 2,950万円は、主として

有形固定資産の形成に充てており、これは２７年度以降、現実に返済しなければならない負

担です。 

  

平成２５年度と比較すると、負債合計が 45 億 4,110 万円減少しています。これは主に地方

債総額と退職手当引当金、長期未払金が減少したことによるものです。負債の減少は、将来負担

の減少を意味します。 

 

（３）純資産の部 

企業で言うところの自己資本であり、自治体は、営利活動をしないことから、公会計のバ

ランスシートでは純資産といいます。公共資産の形成に関係する「公共資産等整備国県補助

金等」と「公共資産等整備一般財源等」のほか、それ以外の資産を形成するための財源であ

る「その他一般財源等」、資産の評価差額から計上される「資産評価差額」があります。 

旧総務省方式では、ひとまとめになっていた「一般財源」を、総務省改訂モデルでは、資

産の形成に充てた一般財源として「公共資産等整備一般財源等」、資産形成以外に充てた一般

財源として「その他一般財源等」に区分しています。これは資金の拘束性により純資産を区

分するためです。 

公共資産等の整備財源は、将来の行政サービスや地方債償還の財源として使うことはでき

ず、既に公共資産等に投下された財源として拘束されていると考えます。したがって、「公共

資産等整備一般財源等」は拘束された純資産を表し、「その他一般財源等」は将来自由に財源

として使用できる純資産を表しています。 

 

① 公共資産等整備国県補助金等 

・ 951億 8,012万円で、純資産合計の 28.8％となっています。 

 

 

 



13 

 

② 公共資産等整備一般財源等 

・ 2,893 億 6,504万円で、純資産合計の 87.7％となっています。 

 

③ その他一般財源等 

    ・ △546億 2,531 万円で、これは既に将来の財源の一部が拘束されていることを表してお

り、このような状況が発生するのは、資産形成を伴わない負債（臨時財政対策債や退職手

当引当金など）が存在し、その支払いに対する積み立てがないためです。 

 

         有形固定資産を含む総資産は、将来返済しなければならない負債と返済の必要がない純資

産からなりますが、総資産に対する負債の割合は29.1％、純資産の割合は70.9％となって

おり、純資産が上回っているものの、約 3 割が将来の負担となっている状況です。 

       

 

６．バランスシート（市民一人当たり） 

（単位：千円） 

借  方 貸  方 

公共資産               1,561 固定負債                471 

投資等                 170 流動負債                49 

流動資産                   57 純資産                1,268 

資産合計             1,７８8 負債・純資産合計          1,７８8 

 

※表中における係数は、各々四捨五入しているため、合計等が一致しない場合があります。 

平成 27 年 1 月 1日現在住民基本台帳人口の数値（260,110 人）です。 
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平成２６年度佐世保市行政コスト計算書について 

 

１．行政コスト計算書について 

行政コスト計算書は、４月１日から翌年の３月３１日までの１年間の行政活動のうち、資産形

成に結びつかない行政サービスに係る経費を「使用料・手数料」及び「分担金・負担金・寄附金

」の経常収益（業務収益）でどれだけ賄ったかを明らかにするため、性質別（人件費、物件費な

ど）、目的別（福祉、消防など）のマトリックス形式で対比させた財務書類です。 

これにより性質別、目的別の双方からコストの状況を把握できるとともに、行政サービスの受

益と負担の割合をみることができます。 

コストの性質は「人にかかるコスト」「物にかかるコスト」「移転支出的なコスト」「その他のコ

スト」の４つに区分されます。 

        

２．作成目的 

佐世保市においては、平成１１年度からバランスシートを作成し公表を行っています。このバ

ランスシートにより、資産、負債の状況（＝一定時点の財政状況）を明らかにしているところで

すが、本市の行政活動は、将来の世代も利用できる資産の形成だけでなく、人的サービスや給付

サービスなど資産の形成につながらない当該年度の行政サービスが大きな比重を占めています。 

    そこで、本市の全活動を総合的に分かりやすく説明する観点から、資産形成につながらない

当該年度の行政サービスの状況（＝一定期間の経営状況）を分析するために、平成１４年度か

ら行政コスト計算書を作成しています。 

 

３．作成手法 

平成１９年１０月に公表された総務省の「新地方公会計制度実務研究会報告書」による作成マ

ニュアルを基に、平成２６年度の決算書、決算統計を基礎データとして作成しました。 

 

４．行政コストについて 

   平成２６年度の経常行政コスト ９５６億６，１５７万円 



15 

 

（１）人にかかるコスト・・・１６０億５，９２１万円 

     行政サービスの担い手である職員に要する経費を計上しています。 

 

① 人件費・・・１５１億７，７５４万円 

     ・ 人件費は、職員等に対し労働の対価、報酬として支払われる一切の経費をいいます。

ただし、このうち退職手当及び賞与の支払いの一部についてはバランスシートに計上さ

れている負債の支払いであり、行政コスト（費用）の発生ではないため、行政コスト計

算書の人件費から除かれます。 

 

② 退職手当引当金繰入等・・・△６，５２４万円 

・ 退職手当引当金繰入等は、当該年度において実際に退職手当負担金として退職手当組

合に支払った額と、バランスシートにおける資産（退職手当組合積立金）の前年度との

増減と負債（退職手当引当金）の前年度との増減を合計したものとの差額をコストとし

て計上しています。 

 

③ 賞与引当金繰入額・・・９億４，６９０万円 

・ 賞与引当金繰入額は、貸借対照表に計上した賞与引当金と同額となります。 

賞与は一定の期間勤務したことに対する労働の対価と考えることができ、２６年度支

給対象のうち、２６年度に支給原因のある相当額を計上しています。 

 

 

（２）物にかかるコスト・・・２９５億７，６９９万円 

     佐世保市が最終消費者となっているもので、物品の購入経費や光熱水費などの物件費、施

設等の維持補修費、及び減価償却費を計上しています。 

 

① 物件費・・・１４０億７，０３５万円 

     ・ 賃金、旅費、需用費、委託料など 

 

② 維持補修費・・・７億３６３万円 

     ・ 佐世保市が管理する公共施設の維持に要した経費（修繕費など） 

 

③ 減価償却費・・・１４８億３０１万円 

     ・ バランスシート作成において計算された有形固定資産の減価償却相当額 

 

（３）移転支出的なコスト・・・４８３億９，５３６万円 

     他の主体に移転して効果が出てくるようなもの（補助金など）を計上しています。 

 

① 社会保障給付・・・２８６億７，８５３万円 

     ・ 生活扶助、医療扶助、児童手当など 
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② 補助金等・・・５０億４，０２６万円 

     ・ 他団体に対する補助金など 

 

③  他会計等への支出額・・・１２９億１，２１４万円 

     ・ 特別会計（国民健康保険事業特別会計、後期高齢者医療事業特別会計、介護保険事業

特別会計など）へ繰り出した額 

 

④ 他団体への公共資産整備補助金等・・・１７億６，４４３万円 

     ・ 普通建設事業のうち、佐世保市の直接的な資産形成につながらない他団体に対する建

設補助、国直轄事業負担金、県営事業負担金 

 

（４）その他のコスト・・・１６億３，００１万円 

     上記（１）から（３）までに属さない費用を計上しています。 

    

①  支払利息・・・１５億２，６４８万円 

     ・ 地方債の利子償還額及び一時借入金の利子償還額 

 

②  回収不能見込計上額・・・１億３５３万円 

     ・ 当該年度末回収不能見込額－前年度末回収不能見込額＋当該年度不納欠損額 

 

５．収入項目について 

   経常収益・・・５２億７，７４３万円 

     使用料、手数料、分担金及び負担金、寄附金を計上しています。 

 

 （１）使用料・手数料・・・２８億８，１４３万円 

      

（２）分担金・負担金・寄附金・・・２３億９，６０１万円 

 

 

平成 2６年度の差引額９０３億８，４１３万円が、純経常行政コストとして、純資産変動計

算書にマイナス計上されることになります。 
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６．行政コスト計算書（市民一人当たり） 

（単位：千円） 

経常行政コスト 経常収益 

人にかかるコスト           62 使用料・手数料                       11 

物にかかるコスト                114 分担金・負担金・寄附金              9 

移転支出的なコスト                 186  

その他のコスト             6  

合 計                             368 合 計                              20 

  

純経常行政コスト 347 

 

※表中における係数は、各々四捨五入しているため、合計等が一致しない場合があります。 

平成 27 年 1 月 1日現在住民基本台帳人口の数値（260,110 人）です。 
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平成２６年度佐世保市純資産変動計算書について 

 

１．純資産変動計算書について 

純資産変動計算書は、バランスシートの純資産の部に計上されている「公共資産等整備国県補

助金等」、「公共資産等整備一般財源等」、「その他一般財源等」、「資産評価差額」について、各数

値が１年間でどのように変動したかを表している計算書です。 

行政コスト計算書では、１年間にかかった経常行政コストから、受益者負担である経常収益を

控除することで、「純経常行政コスト」を算出しています。「純経常行政コスト」を含んだ純資産

変動計算書では、「純経常行政コスト」が受益者負担以外の収入である「一般財源、補助金等受入

」によってどの程度賄われているかを示しています。 

また、取得時の財源投入額や処分時の財源増加額を把握し、財源の移動を明らかにすることが

できます。 

 

２．作成目的 

純資産の部は今までの世代が負担してきた部分であり、１年間で今までの世代が負担してきた

部分が増えたのか減ったのかを見るために作成しました。 

 

３．作成手法 

平成１９年１０月に公表された総務省の「新地方公会計制度実務研究会報告書」による作成マ

ニュアルを基に、平成２６年度の決算書、決算統計を基礎データとして作成しました。 

 

４．純資産について 

（１） 純経常行政コスト、一般財源、補助金等受入 

純経常行政コストの金額に対して、一般財源及び補助金等受入の金額がどの程度あるかを

見ることにより、純経常行政コストが受益者負担以外の経常的な財源によりどの程度賄われ

ているかがわかります。 

      

① 純経常行政コスト・・・△９０３億８，４１３万円 

行政コスト計算書における「純経常行政コスト」の金額を「その他一般財源等」の欄に計

上しています。 

 

② 一般財源・・・６３８億１，４３８万円 

一般財源には、地方税、地方交付税、その他行政コスト充当財源があります。 

その他行政コスト充当財源は、地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所
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得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、自動車取得税交付金、地方特例

交付金、交通安全対策特別交付金、国有提供施設等所在市町村助成交付金、財産収入、繰

入金、諸収入があります。（ただし、バランスシートの資産の減少、負債の増加となるよう

な項目は控除） 

 

③ 補助金等受入・・・２８６億６９６万円 

当該年度の国庫支出金及び県支出金のうち、佐世保市で行う普通建設事業費の財源とな

った金額を「公共資産等整備国県補助金等」に計上し、その残額を「その他一般財源等」に

計上しています。 

 

   佐世保市の場合、①純経常行政コスト９０３億８，４１３万円に対して、地方税等の②

一般財源が６３８億１，４３８万円と、経常コストに対する補助である③補助金等受入の

うちその他一般財源等の２５１億６，１２９万円の計８８９億７，５６７万円となってい

ます。一年間の行政サービスに要した経常的なコストが地方税や国県補助金、受益者負担

などで若干ではありますが、賄えていないことを表しています。 

 

（２） 臨時損益・・・△９１７万円 

経常的なコストや財源のほかに、公共資産の除売却など臨時的な要因によるコストや収入

を計上しています。 

  

（３） 科目振替 

（１）、（２）で示した項目が、主な純資産の変動要因となりますが、それ以外に、資本

的支出に伴う純資産内部の振替が発生します。 

当年度に公共資産の財源として拘束された金額と、使途の自由な一般財源として回収さ

れた金額とのバランスがわかります。 

 

① 公共資産整備への財源投入 

３５億９，２５７万円をかけて、土地等を取得したため、現金である「その他一般財源等」

が、その分減少しています。 

 

② 貸付金・出資金 

同様に貸付と回収により振替を行っています。 

 

③ 減価償却による財源増 

資産の形成に充てられた「公共資産等整備国県補助金等」、「公共資産等整備一般財源等」

も減価償却され、公共資産に充てられた財源から除かれる形になります。 

その合計額がそのまま「その他一般財源等」の増加分として計上されます。 

公共資産の財源として拘束された財源が、減価償却に伴い、一般財源として回収されたこ

とを表しています。 
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④ 地方債の償還に伴う財源振替 

地方債を償還しても、財産がなくなるわけではなく、地方債を償還したことで、「その他

一般財源等」が減少し、その額が公共資産等の財源として拘束されます。 

そのため、「公共資産等整備一般財源等」が増加することになります。 

 

（４）資産評価替えによる変動額・・・△１億４，７８６万円 

     売却可能資産や有価証券の時価評価に伴う増減額を計上しています。 

 

5．純資産変動計算書（市民一人当たり） 

                        （単位：千円） 

項 目 金 額 

期首純資産残高 1,261 

 純経常行政コスト △347 

 一般財源 246 

 補助金等受入 110 

 臨時損益 △0 

 その他資産評価替え等 △1 

期末純資産残高 1,268 

 

※表中における係数は、各々四捨五入しているため、合計等が一致しない場合があります。 

平成 27 年 1 月 1日現在住民基本台帳人口の数値（260,110 人）です。 
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平成２６年度佐世保市資金収支計算書について 

 

１．資金収支計算書について 

資金収支計算書は、歳計現金（＝資金）の出入りの情報を性質の異なる３つの区分（活動）に

分けて表示した財務書類で、３つの区分とは、「経常的収支の部」、「公共資産整備収支の部」及び

「投資・財務的収支の部」です。 

他の３つの財務書類とは異なり、行政活動を資金の流れからみたもので、現金主義による財務

書類です。 

 

２．作成目的 

３つの区分で表される資金収支計算書を作成することで、自治体のどのような活動に資金が

必要とされ、それをどのように賄ったのかがわかるとともに、歳計現金をどのような性質の活

動で獲得し、または使用しているのかを読み取ることができます。 

 

３．作成手法 

平成１９年１０月に公表された総務省の「新地方公会計制度実務研究会報告書」による作成マ

ニュアルを基に、平成２６年度の決算書、決算統計を基礎データとして作成しました。 

 

４．資金収支について 

    新地方公会計制度の資金収支計算書は、企業でいう営業活動の部分が「経常的収支の部」、投

資活動と財務活動の部門が「投資・財務的収支の部」にあたり、それ以外に「公共資産整備収支

の部」を計上しており、企業とは少し違ったものになっています。 

 

（１）経常的収支の部 

経常的収支の区分には、地方公共団体で経常的に行われる行政活動から発生する、税収、

施設利用料や発行手数料などの収入、人件費や消耗品などの購入における支出といったキ

ャッシュ・フローを計上しています。 

この経常的収支の部は、これまで財政指標としていた「経常収支比率」とほぼ同様の考え

方によっており、この黒字額が小さい場合には財政構造が硬直化しているといえます。 

 

（２）公共資産整備収支の部 

公共資産整備の部には、公共資産整備に伴う支出と当該支出に充てた特定財源などを計

上しています。ただし、普通会計が行う公共資産整備のほか、他の特別会計や他団体を通

じて行った公共資産整備に対して、普通会計が負担した支出額も含んで計上しています。 
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（３）投資・財務的収支の部 

投資・財務的収支の部には、投資及び出資金、貸付金、基金に係る支出とそれらの財源、

貸付金元金回収による収入、地方債元金償還による支出、他会計の公債費財源とするため

の繰出し、公共資産売却による収入などを計上しています。 

 

    資金収支計算書は、活動別の現金の動きを示すもので、経常的収支の黒字の範囲内で公共資

産整備や投資等を行うことが望ましい姿であるといえますが、平成 2６年度においては、佐世

保市は経常的収支の黒字額２１７億３４７万円で、公共資産整備及び投資等の赤字額 

２２０億６８７万円を賄うことができませんでした。 

 

５．資金収支計算書（市民一人当たり） 

（単位：千円） 

項 目 支 出 収 入 

経常的収支 305 389 

公共資産整備収支 51 34 

投資・財務的収支 91 23 

合 計 447 445 

 

当年度歳計現金増減額 △1 

期首歳計現金残高 14 

期末歳計現金残高 13 

 

※表中における係数は、各々四捨五入しているため、合計等が一致しない場合があります。 

平成 27 年 1 月 1日現在住民基本台帳人口の数値（260,110 人）です。 



（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 105,737,983

①生活インフラ・国土保全 207,680,912 (2) 長期未払金

②教育 94,103,721 ①物件の購入等

③福祉 3,467,897 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 25,888,839 ③その他

⑤産業振興 48,919,248 長期未払金計 4,164

⑥消防 6,761,782 (3) 退職手当引当金 16,608,669

⑦総務 19,219,706 (4) 損失補償等引当金 123,480

有形固定資産計 406,042,105 固定負債合計 122,474,296

(2) 売却可能資産 47,093

公共資産合計 406,089,198 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 11,191,517

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 508,692

①投資及び出資金 28,372,499 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 946,904

投資及び出資金計 28,372,499 流動負債合計 12,647,113

(2) 貸付金 1,349,387

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 135,121,409

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 12,191,007

③土地開発基金 1,367,052 [純資産の部]

④その他定額運用基金 0 １　公共資産等整備国県補助金等 95,180,122

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 13,558,059 ２　公共資産等整備一般財源等 289,365,041

(4) 長期延滞債権 1,304,704

(5) 回収不能見込額 △ 368,594 ３　その他一般財源等 △ 54,625,307

投資等合計 44,216,055

４　資産評価差額 △ 1,558

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 329,918,298

①財政調整基金 4,624,430

②減債基金 6,247,532

③歳計現金 3,290,828

現金預金計 14,162,790

(2) 未収金

①地方税 346,643

②その他 342,986

③回収不能見込額 △ 117,965

未収金計 571,664

流動資産合計 14,734,454

資　　産　　合　　計 465,039,707 負 債 ・ 純 資 産 合 計 465,039,707

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち96,635,916千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 161,951,470 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 117,388,834 千円 117,388,834 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 318,978 千円 512856 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 28,003,049 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 0 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 16,117,129 千円 16,117,129 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 123,480 千円 123480 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円

　基金等将来負担軽減資産 139,304,873 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 21,197,104 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 21,471,853 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 96,635,916 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 22,646,597 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は67,165,890千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は313,716,359千円です。

貸借対照表
(平成27年3月31日現在)

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

4,164

0

0

25,827,408

875,325

4,886,379

2,388,288

8,230,595

16,789

2,694,837

44,919,621

10,358,637

8,840,040

25,720,944

44,919,621

6,090

10,120,702

0

3,456,221

項目 金額

[内訳]

負債計上 注記
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【(翌年度償還予定)
地方債・(長期)未払

金・引当金】

【契約債務・
偶発債務】

△ 193,878

28,003,049

0

0



行政コスト計算書
自　平成26年4月  1日

至　平成27年3月31日

　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 15,177,543 15.9% 1,550,734 2,334,720 1,331,788 2,344,549 766,000 2,551,109 3,806,836 491,807 0

（２）退職手当引当金繰入等 △ 65,237 -0.1% △ 6,491 △ 9,098 △ 6,241 △ 11,108 △ 3,457 △ 12,725 △ 15,617 △ 500 0

１ （３）賞与引当金繰入額 946,904 1.0% 86,777 140,544 85,655 150,847 47,497 162,891 241,289 31,404 0

小　　計 16,059,210 16.8% 1,631,020 2,466,166 1,411,202 2,484,288 810,040 2,701,275 4,032,508 522,711 0

（１）物件費 14,070,353 14.7% 1,065,958 3,523,256 1,764,005 4,630,429 537,931 284,888 2,208,475 51,472 3,939

（２）維持補修費 703,632 0.7% 484,433 92,426 13,360 51,080 23,056 20,255 19,022 0

（３）減価償却費 14,803,006 15.5% 6,563,601 2,751,147 217,768 1,912,724 2,348,866 391,240 617,660

小　　計 29,576,991 30.9% 8,113,992 6,366,829 1,995,133 6,594,233 2,909,853 696,383 2,845,157 51,472 3,939

（１）社会保障給付 28,678,532 30.0% 174,127 28,478,135 26,270

（２）補助金等 5,040,262 5.3% 48,599 1,496,494 1,059,408 350,900 1,521,069 123,822 418,682 21,288 0

３ （３）他会計等への支出額 12,912,137 13.5% 1,604,292 0 9,258,257 1,355,001 694,587 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

1,764,425 1.8% 767,766 50,701 407,756 165,593 344,073 0 28,536 0

小　　計 48,395,356 50.6% 2,420,657 1,721,322 39,203,556 1,897,764 2,559,729 123,822 447,218 21,288 0

（１）支払利息 1,526,481 1.6% 1,526,481

（２）回収不能見込計上額 103,527 0.1% 103,527

（３）その他行政コスト 0 0.0% 0 0

小　　計 1,630,008 1.7% 0 0 0 0 0 0 0 0 1,526,481 103,527 0

95,661,565 12,165,669 10,554,317 42,609,891 10,976,285 6,279,622 3,521,480 7,324,883 595,471 1,526,481 103,527 3,939

（　構　成　比　率　） 12.7% 11.0% 44.5% 11.5% 6.6% 3.7% 7.7% 0.6% 1.6% 0.1% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 2,881,426 571,205 137,756 81,398 843,009 42,472 3,465 176,253 0 0 0 1,025,868

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 2,396,006 6,434 2,559 1,330,191 7,336 4,447 894,298 101,917 0 0 0 48,824

5,277,432 577,639 140,315 1,411,589 850,345 46,919 897,763 278,170 0 0 0 1,074,692

ｄ／ａ 5.52% 4.7% 1.3% 3.3% 7.7% 0.7% 25.5% 3.8% 0.0% 0.0% 0.0%

90,384,133 11,588,030 10,414,002 41,198,302 10,125,940 6,232,703 2,623,717 7,046,713 595,471 1,526,481 103,527 3,939 △ 1,074,692

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

（差引）純経常行政コスト ａ－
ｄ
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（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 328,038,119 95,593,559 287,644,658 △ 55,310,134 110,035

純経常行政コスト △ 90,384,133 △ 90,384,133

一般財源

地方税 29,018,808 29,018,808

地方交付税 28,237,135 28,237,135

その他行政コスト充当財源 6,558,434 6,558,434

補助金等受入 28,606,964 3,445,672 25,161,292

臨時損益

災害復旧事業費 △ 316,769 △ 316,769

公共資産除売却損益 312,026 312,026

投資損失 0 0

損失補償等引当金繰入等 △ 4,422 △ 4,422

科目振替

公共資産整備への財源投入 3,592,565 △ 3,592,565

公共資産処分による財源増 △ 842 △ 98,460 63,550 35,752

貸付金・出資金等への財源投入 6,211,573 △ 6,211,573

貸付金・出資金等の回収等による財源増 △ 13,161 △ 5,659,382 5,672,543 0

減価償却による財源増 △ 3,845,106 △ 10,958,418 14,803,006 518

地方債償還等に伴う財源振替 8,632,505 △ 8,632,505

資産評価替えによる変動額 △ 147,864 △ 147,864

無償受贈資産受入 0 0

その他 0

期末純資産残高 329,918,298 95,180,122 289,365,041 △ 54,625,307 △ 1,558

純資産変動計算書
自　平成26年4月  1日

至　平成27年3月31日
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高 OK

※1 一時借入金に関する情報

① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。

② 平成26年度における一時借入金の借入限度額は10,000,000千円です。

③ 支払利息のうち、一時借入金利子は1,245千円です。

※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額 千円

　地方債発行額 △

　財政調整基金等取崩額 △

　支出総額 △

　地方債元利償還額

　財政調整基金等積立額

　　基礎的財政収支 千円

28,678,532

5,040,262

1,526,481

資金収支計算書
自　平成26年4月  1日

至　平成27年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部
17,830,731

14,070,353

11,211,806

1,020,401

79,378,566

29,051,702

28,237,135

24,389,046

2,895,671

2,342,687

960,536

4,556,811

3,679,364

4,969,088

101,082,040

21,703,474

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部
11,116,390

1,764,425

347,397

13,228,212

4,007,918

4,552,989

0

311,634

8,872,541

△ 4,355,671

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部
90,372

4,992,879

4,060,359

4,922

1,877,978

11,517,702

1,029,531

23,573,743

210,000

4,770,738

0

3,270,000

116,180,521

0

464,800

375,576

101,426

5,922,540

△ 17,651,203

26

13,042,938

0

△ 303,400

3,594,228

3,231,105

3,126,043

3,290,828

115,877,121

9,574,600
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財務書類の分析について 

 

１．主な分析指標による前年度との比較 

 

分析指標 比率 説明 前年度との比較 

①現世代負担比

率（％） 

 

純資産合計 

公共資産合計 

H26 H25 ◆公共資産残高に対する純資産

の割合は、現存する社会資本のう

ち、どれだけこれまでの世代の負

担で賄われたかを表しています。 

◆この比率が高ければ、これまで

の世代が負担した税金等で形成

された資産から、将来にわたって

サービスが受けられるため、将来

世代の負担が小さいと言えます。 

 

【平均的な値 50％～90％の間】 

◆前年度から1.1 ﾎﾟｲﾝﾄ増と

なっています。 

◆これは市税や補助金等受

入の増による純資産の増が

影響しています。 

 

81.2 80.1 

②将来世代負担

比率（％） 

 

地方債残高 

公共資産合計 

H26 H25 ◆この比率が高ければ、現在使用

する資産を将来世代の負担によ

り形成していることになるため、

将来世代の負担が大きいと言え

ます。 

 

 

 

 

 

【平均的な値 15％～40％の間】 

◆前年度から0.2 ﾎﾟｲﾝﾄ減と

なっています。 

◆これは地方債の発行を抑

制しているためです。佐世保

市の財政運営の基本方針と

して、原則として地方債発行

額を元金償還金の範囲内と

しています。 

◆将来世代の負担が小さく、

望ましい状況です。 

 

28.8 29.0 

③歳入額対資産

比率（年） 

 

資産合計 

資金収支計算書

の収入合計 

H26 H25 ◆貸借対照表の「資産合計」は、

社会資本として形成された固定

資産や積み立てられた基金など、

資産の総額を表しています。 

◆この「資産合計」が「歳入合計」

の何年分に相当するかを表した

もので、社会資本の整備の度合い

を示す指標と言えます。 

【平均的な値 3.0～7.0 の間】 

◆前年度から増減はありま

せん。 

◆これが高いほどストック

としての社会資本の整備が

進んでいるといえますが、同

時に、社会資本の維持負担が

大きいと言えます。 

 

4.0 4.0 
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④資産老朽化比

率（％） 

 

減価償却累計額 

有形固定資産－

土地＋減価償却

累計額 

H26 H25 ◆取得価格に対する減価償却累

計額の割合を計算することによ

り、平均してどの程度の年数が経

過しているのかを確認すること

ができます。 

◆この比率が 100％に近いほど

老朽化が進んでいるといえ、近い

将来に維持更新の投資が必要と

なる可能性が高いことも意味し

ます。 

 

 

【平均的な値 35％～50％の間】 

◆前年度から1.7 ﾎﾟｲﾝﾄ増と

なり、老朽化が進んでいま

す。 

◆合併によって資産が増加

しており、施設の老朽化によ

る維持管理費の増が懸念さ

れます。 

◆今後、施設白書に基づい

て、効率的・効果的な資産の

管理運用を図っていく必要

があります。 

 

 

 

48.1 46.4 

⑤受益者負担比

率（％） 

 

経常収益 

経常行政ｺｽﾄ合

計 

H26 H25 ◆経常収益はいわゆる受益者負

担の金額であるため、経常収益の

行政コストに対する割合を算定

することで、受益者負担割合を算

定することができます。 

 

【平均的な値 2％～8％の間】 

◆前年度から0.2 ﾎﾟｲﾝﾄ減と

なっています。 

◆受益者負担比率が他団体

に比べて著しく低い場合な

どは、原因を検討する必要が

あります。 

 

5.5 5.7 

⑥行政ｺｽﾄ対税

収等比率（％） 

 

純経常行政ｺｽﾄ 

一般財源＋補助

金等受入（その

他一般財源分の

み） 

H26 H25 ◆純経常行政コストに対する一

般財源の比率を見ることによっ

て、当年度に行われた行政サービ

スのコストから受益者負担分を

除いた純経常行政コストのうち、

どれだけが当年度の負担で賄わ

れたかがわかります。 

◆この比率が 100％を下回って

いる場合は、翌年度以降へ引き継

ぐ資産が蓄積されたか、あるいは

翌年度へ引き継ぐ負担が軽減さ

れたことを表し、100％を上回っ

ている場合は、過去から蓄積した

資産が取り崩されたか、あるいは

翌年度以降へ引き継ぐ負担が増

加したことを表しています。 

【平均的な値 90％～110％の間】 

◆前年度から1.6 ﾎﾟｲﾝﾄ増と

なっています。 

◆これは、純経常行政コスト

が増となったことが影響し

ています。 

◆将来に負担を先送りしな

い 100％を下回る財政運営

をしているかどうか、注視し

ていく必要があります。 

101.6 100.0 
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２．主な分析指標による他団体との比較（※平成 2５年度財務諸表） 

 

「総務省改訂モデル」で財務書類を作成・公表している団体のうち、人口及び面積などから、

佐世保市と似ている５団体（施行時特例市）を選び、比較分析を行いました。 

また、近隣の自治体として、長崎市（中核市）も参考までに記載しています。 

 

 佐世保市 
青森県 

八戸市 

茨城県 

水戸市 

福井県 

福井市 

静岡県 

富士市 

広島県 

呉市 
長崎市 

人口 

（人） 
262,093 237,927 272,267 266,836 258,241 236,856 437,315 

世帯数 

（世帯） 
104,583 91,917 112,099 97,446 90,980 98,654 187,685 

人口増減率

（％） 
△3.1 △2.9 2.3 △0.9 0.3 △4.4 △2.5 

面積 

（k ㎡） 
426.47 305.40 217.43 536.19 245.02 353.84 406.43 

類型 施行時特例市 施行時特例市 施行時特例市 施行時特例市 施行時特例市 施行時特例市 中核市 

概要 

◆九州地方の

北西端に位置

する長崎県北

部の中心都市 

◆長崎県では

第 2 位の人口 

◆旧軍港市 

◆保健所政令

市 

◆青森県東南

部に位置 

◆太平洋に面

しており、南部

地方の中心都

市 

◆青森県では

第 2 位の人口 

◆茨城県の中

部に位置 

◆中心市街地

は台地の上下

で分かれ、常磐

線北側の台地

を上市、水戸駅

から東の下町

を下市という。 

◆県庁所在地 

◆福井県北部

に位置 

◆西から日本

海、丹生山地、

福井平野、両白

山地と並ぶ。総

面積の約半分

を山林が占め

ている。 

◆県庁所在地 

◆静岡県東部

に位置 

◆富士山の南

方向に位置し、

駿河湾に面し

ており、富士川

が流れている。 

◆古くから製

紙のまちとし

て栄えてきた。 

◆静岡県では

第 3 位の人口 

◆広島県の南

西部に位置 

◆瀬戸内海に

面した気候穏

和で自然に恵

まれた臨海都

市 

◆広島県では

第 3 位の人口 

◆旧軍港市 

◆保健所政令

市 

◆長崎県南部

に位置 

◆長崎半島及

び西彼杵半島

を市域とする。

市の形状は「す

り鉢」状となっ

ており、市の中

心部は三方を

山に囲まれて

いる。 

◆県庁所在地 

合併 

の 

状況 

◆平成17年4

月 1 日に北松

浦郡吉井町、世

知原町と合併 

◆平成18年3

月 31 日に北

松浦郡小佐々

町、宇久町と合

併 

◆平成22年3

月 31 日に北

松浦郡江迎町、

鹿町町と合併 

◆平成17年3

月 31 日に三

戸郡南郷村と

合併 

◆平成17年2

月 1 日に内原

町と合併 

◆平成18年2

月 1 日に足羽

郡美山町、丹生

郡越廼村、清水

町と合併 

◆平成 20 年

11月1日に富

士川町と合併 

 

◆平成15年4

月 1 日に安芸

郡下蒲刈町と

合併 

◆平成16年4

月 1 日に豊田

郡川尻町と合

併 

◆平成17年3

月 20 日に安

芸郡音戸町・倉

橋町・蒲刈町、

豊 田 郡 安 浦

町・豊浜町・豊

町と合併 

◆平成17年1

月 4 日に香焼

町、伊王島町、

高島町、野母崎

町、外海町、三

和町と合併 

◆平成18年1

月 4 日に琴海

町と合併 

※「人口」については、平成 25 年度末の住民基本台帳人口の数値です。 

「世帯数」「人口増減率」については、平成 22 年度国勢調査の数値です。 

 なお、「人口増減率」は平成 17 年度国勢調査の人口から平成 22 年度国勢調査の人口の増減率です。 

「面積」については、国土交通省国土地理院が公表した平成 22 年 10 月 1 日現在の面積です。 
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平成２６年度決算の財務諸表については、各団体で作成中であるため、平成２５年度決算の

財務諸表について、主な分析指標を用いて比較分析を行いました。 

    なお、「類団平均」については、平成 2７年 4 月 1 日現在の施行時特例市（佐世保市を含む

３９団体）から、「総務省改訂モデル」で財務書類を作成・公表し、公表内容で各比率が算出

可能な団体（佐世保市を含む２８団体）を平均した比率です。 

 

 

① 現世代負担比率   純資産合計 

公共資産合計    

                                                 （単位：％） 

佐世保市 
比較団体 

平均 

青森県 

八戸市 

茨城県 

水戸市 

福井県 

福井市 

静岡県 

富士市 

広島県 

呉市 
長崎市 類団 

平均 
Ｈ26 Ｈ２5 Ｈ２5 Ｈ２5 Ｈ２5 Ｈ２5 Ｈ２5 Ｈ２5 Ｈ２5 

81.2 80.1 73.6 77.4 79.6 63.6 79.5 69.4 74.8 78.6 

  

◆佐世保市は、比較団体の平均を超え、高いほうです。 

◆この比率が高ければ、これまでの世代が負担した税金等で形成された資産から、将来にわたって

サービスが受けられるため、将来世代の負担が小さく、望ましい状況です。 

◆ここで、市民一人当たりの公共資産を見てみると、各団体によって、かなりばらつきがあること

がわかります。                           （単位：千円） 

佐世保市 
比較団体 

平均 

青森県 

八戸市 

茨城県 

水戸市 

福井県 

福井市 

静岡県 

富士市 

広島県 

呉市 
長崎市 

H26 H25 H25 H25 H25 H25 H25 H25 H25 

1,561 1,563 1,448 1,163 1,489 1,454 1,375 1,758 1,527 

◆佐世保市は、比較団体の平均を上回る公共資産を形成してきましたが、これまでの世代が負担

した税金等で賄っているため、将来世代に負担を先送りしない堅実な財政運営をしてきたことが

わかります。 

 

 

② 将来世代負担比率   地方債残高 

公共資産合計   

                           （単位：％） 

佐世保市 
比較団体 

平均 

青森県 

八戸市 

茨城県 

水戸市 

福井県 

福井市 

静岡県 

富士市 

広島県 

呉市 
長崎市 類団 

平均 
Ｈ２6 Ｈ２5 Ｈ２5 Ｈ２5 Ｈ２5 Ｈ２5 Ｈ２5 Ｈ２5 Ｈ２5 

28.8 29.0 29.2 34.8 23.6 36.8 20.6 31.2 36.1 25.1 
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◆佐世保市は、比較団体の平均とほぼ同水準です。 

◆この比率が高ければ、現在使用する資産を将来世代の負担により形成していることになるため、

将来世代の負担が大きいと言えます。 

◆佐世保市は「現世代負担比率」が高く「将来世代負担比率」も高くなっており、これは相反して

いるように見えます。これは、資産形成を伴わない赤字地方債（臨時財政対策債など）があるため

です。 

◆将来世代の負担である地方債残高には、臨時財政対策債や合併特例債など、償還時に交付税措置

されるものがあります。交付税措置を除いた比率は以下のとおりで、佐世保市が比較団体の平均を

下回っています。                         （単位：％） 

佐世保市 
比較団体 

平均 

青森県 

八戸市 

茨城県

水戸市 

福井県 

福井市 

静岡県 

富士市 

広島県 

呉市 
長崎市 

H26 H25 H25 H25 H25 H25 H25 H25 H25 

5.0 5.2 12.5 15.6 9.6 17.1 8.9 11.8 16.0 

◆これは、佐世保市の財政運営の基本方針として、原則として地方債発行額を元金償還金の範囲内

とし、地方債の発行を抑制するとともに、交付税措置される有利な起債を活用してきた結果とも見

ることができます。 

◆ただし、今後、公共・公用施設の老朽化対策などをひかえていることから、この比率を注視し、

将来負担が過度に増加していないか、確認していく必要があります。また、交付税の動向にも注意

が必要です。 

※資産形成を伴わない赤字地方債（臨時財政対策債など）があるため、「現世代負担比率」と「将来世代負担比率」の合計は

１００％になりません。 

 

 

③ 歳入額対資産比率             資産合計 

資金収支計算書の収入合計    

                            （単位：年） 

佐世保市 
比較団体 

平均 

青森県 

八戸市 

茨城県 

水戸市 

福井県 

福井市 

静岡県 

富士市 

広島県 

呉市 
長崎市 類団 

平均 
Ｈ２6 Ｈ２5 Ｈ２5 Ｈ２5 Ｈ２5 Ｈ２5 Ｈ２5 Ｈ２5 Ｈ２5 

4.0 4.0 4.2 3.3 4.5 3.9 4.5 4.6 3.7 4.1 

 

◆佐世保市は、比較団体の平均とほぼ同水準です。 

◆これが高いほどストックとしての社会資本の整備が進んでいるといえますが、同時に、社会資本

の維持負担が大きいといえます。 

◆また、歳入は景気や地方交付税の動向などの外部要因によって変動するため、歳入に見合った資

産形成をしているか、確認することができます。 
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④ 資産老朽化比率              減価償却累計額 

有形固定資産－土地＋減価償却累計額    

         （単位：％） 

佐世保市 
比較団体 

平均 

青森県 

八戸市 

茨城県

水戸市 

福井県 

福井市 

静岡県 

富士市 

広島県 

呉市 
長崎市 類団 

平均 
Ｈ２6 Ｈ２5 Ｈ２5 Ｈ２5 Ｈ２5 Ｈ２5 Ｈ２5 Ｈ２5 Ｈ２5 

48.1 46.4 49.4 49.4 50.9 46.9 48.5 51.3 50.4 49.4 

 

◆佐世保市は、比較団体の平均を下回っています。 

◆この比率が 100％に近いほど老朽化が進んでいるといえ、近い将来に維持更新の投資が必要とな

る可能性が高いことも意味します。佐世保市は１年間で 1.7％、老朽化が進んでいます。 

◆比較団体の平均は下回っているものの、合併によって資産が増加しており、施設の老朽化による

維持管理費の増が懸念されます。 

◆今後、公共施設、公有資産について、先進的な改革手法であるファシリティマネジメント(※)の

導入を進め、適正配置、施設運営の合理化の観点から管理し、施設利用の市民の利便性の向上を図

り、資産の有効活用に取り組む必要があります。 

   ※ファシリティマネジメントとは、業務用不動産すべてを最適な状態（コスト最小、効果最大）で保有し、賃借し、使用し、

運営し、維持するための総合的な経営管理のことです。（社会法人日本ファシリティマネジメント推進協会の定義による） 

 

⑤ 受益者負担比率       経常収益 

経常行政ｺｽﾄ合計     

                              （単位：％） 

佐世保市 
比較団体 

平均 

青森県 

八戸市 

茨城県

水戸市 

福井県 

福井市 

静岡県 

富士市 

広島県 

呉市 
長崎市 類団 

平均 
Ｈ２6 Ｈ２5 Ｈ２5 Ｈ２5 Ｈ２5 Ｈ２5 Ｈ２5 Ｈ２5 Ｈ２5 

5.5 5.7 4.5 3.5 6.4 3.7 4.4 4.4 4.3 4.3 

 

◆佐世保市は、比較団体の平均を超え、高いほうです。 

◆これは佐世保市が広域消防を実施しており、受益者負担として他市町から負担金を収入している

ためです。消防を除いて比較すれば以下のとおりとなります。 

佐世保市 
比較団体 

平均 

青森県 

八戸市 

茨城県 

水戸市 

福井県 

福井市 

静岡県

富士市 

広島県 

呉市 
長崎市 

H26 H25 H25 H25 H25 H25 H25 H25 H25 

4.8 5.0 4.6 3.7 6.2 3.8 4.6 4.6 4.1 

◆受益者負担比率が他団体に比べて著しく低い場合などは、原因を検証する必要があります。今後

とも、他団体の状況を参考にしながら、適正な受益者負担を検証していく必要があります。 
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⑥ 行政コスト対税収等比率                    純経常行政ｺｽﾄ 

一般財源＋補助金等受入（その他一般財源分のみ）   

 （単位：％） 

佐世保市 
比較団体 

平均 

青森県 

青森市 

茨城県 

水戸市 

福井県 

福井市 

静岡県 

富士市 

広島県 

呉市 
長崎市 類団 

平均 
Ｈ２6 Ｈ２5 Ｈ２5 Ｈ２5 Ｈ２5 Ｈ２5 Ｈ２5 Ｈ２5 Ｈ２5 

101.6 100.0 101.2 98.3 100.0 106.0 101.8 100.1 101.0 100.1 

 

◆佐世保市は、比較団体の平均とほぼ同水準です。 

◆比率が１００％を上回ると、当年度に行われた行政サービスから受益者負担を除いた純経常行政

コストを当年度の負担で賄うことができず、翌年度へ引き継ぐ負担が増加していると言えます。 

◆市民一人当たりの純経常行政コストを見てみると以下のとおりです。 

佐世保市 
比較団体 

平均 

青森県 

八戸市 

茨城県 

水戸市 

福井県 

福井市 

静岡県 

富士市 

広島県 

呉市 
長崎市 

H26 H25 H25 H25 H25 H25 H25 H25 H25 

347 331 301 315 280 314 268 331 377 

◆佐世保市と呉市で純経常行政コストが高くなっています。これは、佐世保市と呉市は保健所政令

市であり、特に福祉や環境衛生にコストがかかっていることが行政コスト計算書からわかります。 

◆比率が１００％を下回り、将来世代に負担を先送りしない財政運営をしているかどうか、注視し

ていく必要があります。 
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３．おわりに 

佐世保市では総務省方式改訂モデルでの財務書類を、普通会計ベースでは平成１９年度決算か

ら、連結ベースでは平成２０年度決算から作成しています。 

平成２７年３月３１日時点で財務書類を作成している市町村は１，６７５団体（９３．7％）、

連結ベースでは１，１６１団体（６４．９％）と、全国的に財務書類の整備が進展してきている

ものの、財務書類をどのように分析し活用していくかということが、実務上の大きな課題として

認識されています。 

国においても、平成 22 年 3 月に「地方公会計の整備促進に関するワーキンググループ」より

「地方公共団体における財務書類の活用と公表について」が示され、財務書類の効果的な活用と

公表の取組みが促進され、実務に定着していくことが期待されています。 

そのような中、佐世保市においても、財務書類の作成目的である「財務書類の公表による透明

性の向上と説明責任の履行」、「行政経営への活用」、「資産・債務の適切な管理」に資するよう、

まずは財務諸表をどのように分析するかに力点をおき、経年比較に加え、昨年に引き続き他団体

との比較を行いました。 

平成 27 年度以降は合併算定替の段階的終了（Ｈ27～Ｈ33）もあって収支不足に陥り、しかも

年々不足額が拡大することが予想されます。この収支不足を解消するために大きな改革が必要で

あることや財政運営の基本的な考え方を市民の皆さまにわかりやすく伝え、中長期的な見通しを

含め財政運営についての認識を共有することが必要であると認識しております。 

今後、地方公会計の整備促進について、すべての地方公共団体において統一的な基準による財

務書類等の作成が原則として平成２９年度までに要請されており、財務書類の作成や分析、効果

的な活用について研究を進め、よりわかりやすい財政状況の公表に努めるとともに、持続可能な

財政運営に役立てていきたいと考えています。 


